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概要

  本稿の目的は以下の2つである。1つ目は現在の日本の携帯電話市場の特徴について整理し、その問題点を指摘することである。2つ目は垂直統合型のビジネスモデルにおいて、端末の開発に過大な投資が発生することを経済モデルで説明することである。

  日本の携帯電話市場の特徴としては、以下の6点が挙げられる。市場の成熟化、市場シェアの固定化、料金プランの複雑化、携帯端末の高機能化、数多くの端末メーカーの市場参入、そして通信事業者が端末メーカーに影響力をもつ垂直統合型のビジネスモデルの存在である。このような特徴の中で垂直統合型のビジネスモデルでは、キャリアのニーズを満たす高機能端末ばかりが開発され、消費者の選択の幅の減少や端末メーカーの国際競争力の低下といった問題が生じていることがわかった。
  1章の問題整理を受けて、2章では垂直統合型のビジネスモデルにより、端末に対する開発投資が過大になることを経済モデルによって示した。具体的には端末メーカーと通信事業者が完全分離し、端末メーカーが自らで開発投資の水準を決定できるケースと開発投資水準を通信事業者が決定する垂直統合型のケースを比較した。垂直統合型のケースでは1段階目で通信事業者が開発投資の水準を決定し、2段階目で端末価格と通信料のパッケージの価格を決定するゲームを想定した。以上のモデル分析から完全分離のケースの開発投資の水準を最適と仮定すれば、垂直統合型のケースでは過大な開発投資が行われることがわかった。
1 日本の携帯市場の現状

1-1 日本の携帯市場の特徴
現在の日本の携帯市場の特徴を、先行研究
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を参考にまとめると次の6点を指摘できる。1点目は市場の成熟化である。これを示すデータとして、携帯電話の加入契約数、通信事業者のARPU（Average Revenue Per User）の推移、基本使用料金の推移、通話料金の推移を確認してみる。
携帯電話の加入契約数は表1のようになっている。特徴として加入契約数は、年々増加していることがわかる。07年度末の契約数は1億272万件である。06年年度末からの純増化数は601万件となっている。また個人普及率でみても06年度で79.6％、つまり日本国民の約8割が携帯電話を所有していることになり、1人1台の時代といえる。
表１

                  [image: image2.emf]携帯電話の加入契約数
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出所   社団法人電気通信事業者協会資料より作成
  次に通信事業者のARPUは表2となる。ARPUとは携帯電話の1加入者当たりの売上高である。数字の推移についてみてみると、01年か06年の間に8235円から6662円へと1573円（19.1％）減少している。その理由は通話料金の引き下げ競争が激化し、音声ARPUが減少したためである。具体的には6年間で6889円から4670円と2219円（32.2％）減少している。一方データ通信のARPUは6年間で1346円から1992円と646円（48％）上昇している。しかしデータ通信のARPUの増加よりも音声ARPUの減少の方が大きいため、全体としてARPUは減少している。
表２
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出所   谷脇（2008）

基本使用料金の推移は表3に示してある。基本使用料金は90年代を通じて各社とも低下してきた。しかし99年に3社とも4000円前後になってから、その後に大きな変化はない。06年にソフトバンクモバイルが安くなっているのは、「ゴールドプラン」のキャンペーン価格を利用しているためである。

表３
                  [image: image4.emf]携帯各社の基本使用料金
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注１ NTTドコモは94年4月からはプランA、05年11月からはプランS
注２ auは95年12月までは「おてごろプラン」、それ以降はcdmaのコミコミOneエコノミープラン
注３ ①ソフトバンクの06年10月は、07年1月15日加入までの「ゴールドプラン」のキャンペーン価格（9800円→2880円（税込））
② それ以前はボーダフォンのスタンダードプラン
出所    モバイルビジネス研究会第1回配布資料（2007）
 基本使用料金と同じ推移を示しているのが通話料金である。通話料金の推移を表4に示してある。ここでは基本的に、平日昼間に自社携帯電話に3分間かけたときの通話料金を示している。（詳しくは表下の注を参照）基本使用料金と同様に各社90年代を通じて大きく低下し、99年にNTTドコモが110円、他の2社が120円になってからは大きな低下はみられない。
  この論文では以上のような個人の加入契約数が飽和状態
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になっていること、音声通話の価格が下げ止まりにきていることをふまえて、携帯電話市場の成熟化とよぶ。

表４
                  [image: image6.emf]携帯電話通話料
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注１ NTTドコモは94年4月からはプランA、05年11月からはプランS

注２ auは95年12月までは「おてごろプラン」、それ以降はcdmaのコミコミOneエコノミープラン
注３ ①ソフトバンクの06年10月は、07年1月15日加入までの「ゴールドプラン」自社以外あての通話料
② それ以前はボーダフォンのスタンダードプラン
注４ 平日昼間、自社携帯電話に3分間かけたときの料金（税抜）
出所   モバイルビジネス研究会（第1回）配布資料（2007）
  2点目は市場シェアの固定化である。現在日本国内において大きなシェアを占めている通信事業者は表5で示したように、NTTドコモ、auグループ（以下au）、ソフトバンクモバイル（以下ソフトバンク）の3社である。その中でもNTTドコモは5割以上のシェアを占め、大きな影響力をもっている。3社のHHI
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（ハーフィンダール・ハーシュマン指数）は01年から07年の間に、4000から3700へと若干低下した。しかしこれはNTTドコモのシェアがやや減少し、auのシェアがやや増加したためで、この3社以外を示すその他のグループのシェアに変化はほとんどない。
  3点目は料金プランの複雑化である。上述のようにあるプランに限定すれば基本料金、通話料金は低下してきた。しかし現在は表4や表5で対象になった料金プラン以外にも多くの料金プランが存在し、複雑なものとなっている。特徴的な料金プランとしては、ソフトバンクが06年9月に導入した「スーパーボーナス」がある。これは携帯端末購入において、割賦方式を導入したものである。また07年1月には「ホワイトプラン」を導入した。これは月額基本料金980円を払うことにより、ソフトバンク加入者同士の通話に関して、夜間の一定の時間帯を除いて追加的な料金がかからないプランである。

また総務省が07年9月に端末価格と通信料金の区分の明確化を要請したことにより、NTTドコモやauにも新たな料金プランが登場した。auは07年11月から「フルサポートコース」と「シンプルコース」を導入した。「フルサポートコース」は従来の販売奨励金モデルと同様に、端末購入時に一定の割引をする料金プランである。「シンプルコース」は端末価格を高くするかわりに、基本使用料は「フルサポートコース」より安くなるものである。

  NTTドコモも同時期に「ベーシックコース」と「バリューコース」を導入した。「ベーシックコース」は端末購入時に一定の割引があり、基本使用料は従来と同じ水準で、2年の期間契約がつく料金プランである。「バリューコース」は端末価格が高く、その分基本使用料が安くなる料金プランである。また初期の端末購入時の負担を軽減する方法として、割賦方式が導入されている。

表５
                  [image: image8.emf]携帯各社のシェア
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注１ auグループはツーカー含む

注２ ソフトバンクモバイルは旧ボーダフォン

注３ その他はPHSドコモをのぞく

注４ すべて12月の値

出所   谷脇（2008）
  4つ目として高機能端末が市場の中心という特徴が挙げられる。それを示すデータとして表6の第3世代携帯電話の加入契約数がある。第3世代携帯電話とは、国際電気通信連合（ITU）の定める「IMT-2000」に規格に準拠したデジタル方式の通信電話で、高速・大量のデータ通信が可能である。07年度末の契約数は8810万件である。これは携帯電話全加入契約数の85.8％に及ぶ。

また第3世代携帯電話といっても通信事業者によって通信規格が異なる。NTTドコモとソフトバンクがW-CDMA、auはCDMA2000である。auがCDMA2000を導入した理由は、既存のauの通信規格であるcdma Oneと互換性があり、新たな投資コストが小さくてすむためである。今後の国際市場ではW-CDMAが国際的な標準になる可能性が大きいが、CDMA2000は米国、韓国において主流である。
02年度や03年度など第3世代携帯電話が登場した初期に、CDMA2000の方が普及した理由は以下のためである。CDMA2000方式を導入したauでは、技術主導型のマーケティングからサービス主導型へと方向転換した。具体的には2002年（平成14年）7月「家族割」を拡大し、同年12月「着うた」のサービスを開始する。この戦略が市場に受け入れられた。一方NTTドコモのFOMAはつながらない、バッテリーが持たないなどのトラブルがあった。この問題に対応するために、2001年8月に競合している端末メーカーの松下通信工業（のちのパナソニックモバイルコミュニケーション）とNECがソフト開発における協業を発表した。

表６
                  [image: image9.emf]第３世代携帯電話の契約数
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出所   社団法人電気通信事業者協会資料より作成

5つ目は数多くの端末メーカーが日本の携帯端末市場に参入していることである。大崎（2008）によれば、05年において日本市場には16の端末メーカーが参入している。このうち携帯端末の日本メーカーは10社である。具体的にはシャープ、パナソニック・モバイルコミュニケーション、NEC、東芝、富士通、三洋電機、三菱電機、京セラ、日立、カシオである。市場シェア1位のシャープ、2位のパナソニック・モバイルコミュニケーションでも表7にあるように、それぞれ16.3、16.1％のシェアであり、市場占有率は小さい。さらにPHS端末のメーカーとして、ネットインデックス、日本無線、バンダイの3メーカーが参入している。海外メーカーとしては、アメリカのモトローラ、韓国のサムスン、LG電子がある。しかし海外メーカーの市場シェアは表7ではその他に含まれて存在感がない。
  このような熾烈な競争環境に加えて、上述のように市場の成熟化を受けて、端末メーカーの撤退の動きもみられる。2008年3月3日に三菱電機は、携帯電話端末市場から撤退を発表した
[image: image10.wmf])
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。同年4月に三洋電機が、携帯事業を京セラに約500億円で売却する
[image: image11.wmf])
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。

表７
[image: image12.emf]携帯電話端末の日本市場（2005年）
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出所   MM総研による調査（日経新聞 2006.4.25）
6つ目は通信事業者と端末メーカーが垂直統合されているビジネスモデルである。厳密に垂直統合されているわけではないので、以下では垂直統合型のビジネスモデルとよぶ。このビジネスモデルでは通信事業者の影響が大きく、端末メーカーは通信事業者へ指定された端末を卸すだけとなってしまう。以下の節でこのビジネスモデルについて詳しく述べるとともに、問題点を指摘していきたい。

1-2 垂直統合型ビジネスモデル
垂直統合型ビジネスモデルの特徴として以下の3点がある。まず1つ目の特徴として、通信事業者が流通経路を支配していて、端末メーカーにマーケティングの必要性がないことである。日本の携帯市場において流通経路はすべて通信事業者が支配していて、端末メーカーの商品は存在しない。端末メーカーの役割は通信事業者の仕様にそった端末を、一定のロット数通信事業者へ納入することである。この方法における端末メーカーのメリットとしては、通信事業者が必ず一定のロット数を買い上げてくれるため、どれだけ売れるかわからないという不確実性がないことが挙げられる。
2つ目の特徴として販売奨励金の存在がある。図1で示しているように販売奨励金とは、販売代理店が新規端末を販売したさいや既契約者が機種変更したさいに、通信事業者から販売代理店に支払われるものである。販売奨励金の存在により、消費者は携帯端末を店頭では安く購入することができる。通信事業者は販売奨励金を通信料に上乗せすることにより回収する。具体的な額としては表8で示したように、05年度の決算データにおいてNTTドコモが3万6千円、auが3万7千円、ソフトバンクが4万5千円となっている。
販売奨励金のメリットとして、高機能のハイエンド端末を購入するさいの消費者の負担を減少させることにより、ハイエンド端末の普及を進めたことが挙げられる。デメリットとしては消費者の間で負担の不公平感があることである。これは販売奨励金のビジネスモデルが、販売奨励金を通信料で回収することから起こる問題である。端末の買い替えサイクルは概ね2年と言われているため、各通信事業者は販売奨励金を2年間で回収できる料金プランを立てる。このため端末を2年以内に買い換えるユーザーと2年以上使うユーザーの間で不公平が生まれる。このような状況を改善するために総務省は、料金プランの複雑化の項目で指摘したように、端末価格と通信料金の明確化を各通信事業者に要請した。
図１     販売奨励金モデルの仕組み

          [image: image13.emf]
出所  モバイルビジネス研究会（第1回）配布資料（2007）より

表８
                  [image: image14.emf]携帯各社の販売奨励金
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注１  各年度におけるNTTドコモグループのアニュアルレポートより、「販売手数料」及び「端末販売奨励金」を販売奨励金として記載

注２   各年度におけるKDDIの決算資料より、「販売コミッション」を販売奨励金として記載

注３   各年度におけるボーダフォン当時の決算説明会資料より、「新規顧客獲得費用」を販売奨励金として記載
出所  モバイルビジネス研究会（第1回）配布資料（2007）
  3つ目の特徴として通信事業者主導の端末開発がある。大崎（2008）では日本と海外における端末開発のプロセスの違いについて、端末メーカーの担当者にインタビューした結果を以下のようにまとめている。日本では、通信事業者から端末メーカーに対して2－3年先のロードマップが示され、それに対応した端末を端末メーカーが開発する。このようなやり方においては、通信事業者のサービスの売りと端末をマッチングさせる作業が重要となってくる。一方海外市場における端末開発は、汎用の商品群から通信事業者や市場向けにソフトなどをカスタマイズする作業が重要となってくる。

  このような通信事業者主導の端末開発における問題点としては、以下の2つが挙げられる。1つ目は通信事業者のニーズを満たす端末ばかりが市場に出ることである。通信事業者のニーズを満たす端末とは、具体的にはデータ通信に優れた高機能端末である。ARPUについての項目で示したように通話料金は値下げ競争が激しいため、通信事業者はデータ通信によって利益を上げなくてはならない。そのためデータ通信に優位性のある高機能端末が開発されることになる。第3世代携帯電話においては、高速データ通信が可能となり動画コンテンツ配信サービスなどが登場した。たとえばauの「着うたフル」の利用額は05年の10月から06年9月の間に、1000万円弱から1600万円へと1.6倍に増えている
[image: image15.wmf])
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。
  2つ目の問題点として高機能端末のみが開発されると、通信事業者の投資水準が社会的にみて効率的な水準より過大になることや端末メーカーの負担が大きくなることが挙げられる。以下ではこの問題点を示しているNTTドコモのFOMA開発のプロセスを、塚本（2004）などを参考にしながらみていく。

FOMA開発は2000年後半のITバブルの崩壊の影響による業界の景気後退という要因も受け、端末メーカーの経営体力を奪っていった。そのため端末メーカーにおいて、FOMAの開発が中止になる可能性が出てきた。そこでNTTドコモは端末メーカーへの開発費の注入を行った。具体的には2002年12月に発表された資料では、NEC、富士通、パナソニックに対して1機種当たり50億円の開発コストを支援することが示されている。その後に対象とする端末メーカーが増え02－03年度の間に上述の3社に加えてシャープ、三菱電機を含む計5社に対して、総額約420億円の開発投資を行うことを発表した
[image: image16.wmf])

7

。さらに04－05年度の2年間には、上述の5社にモトローラを加えた計6社に約370億円の開発投資を行うことを発表した
[image: image17.wmf])

8

。
  従来端末の開発費は、仕入れ価格に上乗せされる形で通信事業者から端末メーカーに支払われていた。しかし上述の高機能端末の普及のさいに確認したように、NTTドコモのFOMAはトラブルの影響で普及が進まなかった。そのため仕入れ価格に上乗せする方法では、端末メーカーにとって開発投資分が回収されなかった。したがって端末メーカーに直接、開発投資を注入する方法がとられた。
  以上のようなプロセスを考えると日本市場における高機能端末の開発は、通信事業者にとっては大きな投資が必要であり、端末メーカーにとっても負担となっていることがわかる
[image: image18.wmf])

9

。この投資水準は社会的にみて過大になっている可能性がある。この点について2章で経済モデルをつかって示す。
1-3 垂直統合型ビジネスモデルの帰結
以上のような垂直統合型のビジネスモデルのもたらしたこととして、以下の3点が挙げられる。1つ目は携帯端末の短期間で、高機能端末の普及を促したということである。
2つ目は消費者の選択の幅の減少である。これは端末レベルとレイヤーのレベルの2つの次元でいうことができる。端末レベルとは消費者は高機能な端末しか選べないということである。レイヤーのレベルにおける選択の減少とは、消費者がコンテンツ・アプリケーションレイヤー、通信サービスレイヤー、端末レイヤーなどを自由に選べないことである。
3つ目は日本の端末メーカーの国際競争力の低下である。もちろん国際競争力の低下の大きな要因としては、日本市場と国際市場の第2世代携帯電話における通信規格の違い
[image: image19.wmf])
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があるだろう。しかしキャリア主導の端末開発によって端末に多様性がないことと、流通経路を通信事業者が支配してマーケティングの蓄積がないことも国際競争力の低下の要因と考えられる。
例えば端末の多様性という点について、海外において端末メーカー主導の開発が行われた成功例として、山根（2008）では高級感を持たせたプレミアムモデルを挙げている。最も有名なプレミアム携帯はNokia8800シリーズである。08年モデルとなるNokia 8800 Arteは約14万円、サファイア仕様モデルは約18万円という価格になっている。このようなモデルは対象とするユーザーを高所得者に限定したものだが、通信事業者が端末価格を決め、一括購入する垂直統合型のビジネスモデルでは生まれづらいものである。

日本の端末メーカーの国際競争力の低下は表9に示してある。80年代から90代前半には、国際市場におけるシェアの上位に複数の日本企業がランクインしていた。しかし2000年のパナソニックを最後に上位5社に入る日本の端末メーカーは姿を消した。さらに00年代に入ってから、日本の端末メーカーが国際市場からの撤退を表明している。例えばシャープは、04年10月に米国の消費者向け携帯端末の開発、および販売から撤退することを表明した
[image: image20.wmf])

11

。またNECは06年11月に中国市場への新機種投入も中止を発表した。NECはすでに欧州市場からも撤退し、これですべての海外市場から一時的に撤退したことになる。海外市場への新機種の投入は、携帯事業者の3.5世代サービス開始に合わせて、08ごろとなる予定である
[image: image21.wmf])
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。
表９        国際市場における携帯端末メーカーTOP5の推移

[image: image22.emf]1985年 1990年 1997年 1999年 2000年 2001年 2005年

モトローラ モトローラ モトローラ ノキア ノキア ノキア ノキア

NEC パナソニック ノキア モトローラ モトローラ モトローラ モトローラ

沖電気 ノキア エリクソン エリクソン エリクソン シーメンス サムスン

ノキア 三菱電機 パナソニック サムスン シーメンス サムスン LG電子

パナソニック 東芝 NEC パナソニック パナソニック エリクソン ソニー・エリクソン

   
出所  1985年：Steinbock(2001)  1990年：U.S.International Trade Commission(1993)
            1997-2005年:Gartner Press Release(1999-2006)
2     経済モデルの構築
2-1完全分離のケース

1章では垂直統合型のビジネスモデルにおいて、通信事業者による端末の開発投資が過大になる可能性を指摘した。以下ではこのことを簡単な経済モデルによって示す。証明の筋道を最初に説明する。過大と指摘するためには比較対象が必要なので、今回は垂直統合型のケースと、通信事業者と端末メーカーが完全分離されたケースを考える。完全分離されたケースでは、開発投資水準は端末メーカーによって決定され、そのときの投資水準が最も効率的と仮定する。次に垂直統合型のケースにおいて、完全分離のケースの開発投資水準が最適かどうかを評価する。したがってこの方法では、垂直統合型のケースの開発投資が完全分離のケースに比べて過大になっていること、あるいは同じ水準にあることしか示せないことに留意する必要がある。

まずは完全分離の場合について考える。市場は同質的な通信事業者が2社存在し、端末メーカーは完全競争を行っていると仮定する。このとき携帯の性能を表す関数を
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を投資水準とすれば、
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の増加関数、凹関数を仮定する。また端末メーカーの費用関数を
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とする。
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は
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k

の増加関数、凸関数を仮定する。端末メーカーは完全競争を行っているので、（1）のように限界的な性能の向上と限界的な費用が等しくなる水準
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だけ投資を行う。したがって
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は最も効率的な投資水準である。
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通信事業者は
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の水準で決まる端末メーカーのコストに、適正利潤を上乗せした価格を端末メーカーに支払う。その価格を
[image: image34.wmf]TP

とする。これらを考慮すると通信事業者iの逆需要関数は（2）となる。
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は通信事業者iの通信料、
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は通信事業者iの携帯端末の数量である。通信事業者iは（3）の利潤関数の下で最適な通信料
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を決定する。
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2-2垂直統合型のケース
  次に垂直統合型のケースについて考える。このときも同質的な通信事業者が2社市場には存在するとする。完全分離のケースと異なる点は、投資水準
[image: image41.wmf]i

k

も通信事業者が決定することと、通信事業者は通信価格と共に端末価格も決定することである。したがって以下のようなゲームを考えることになる。まず1段階目で通信事業者は端末に対する投資水準
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を決定する。次に2段階目で端末価格と通信料をパッケージとした価格
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を決定する。したがって
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は、完全分離のケースの
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（通信料）とは異なるものを表している。これらの点を考慮すると（2）の通信事業者iの逆需要関数は（4）、利潤関数は（5）と書きかえられる。（5）は2階条件を満たし、凹関数である。
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このゲームはバックワードインダクションで解いていくので、最初に
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の水準を決定する。そして通信事業者iは、その
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を最大化する
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を求める。そのためには利潤関数を価格
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の関数として表す必要がある。具体的にはまず（4）を
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について解き、これを（6） とする。
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（6）を（5）に代入することにより利潤関数は価格の関数として表せる。通信事業者iの反応曲線を
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から求め（7）となる。
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この反応曲線を投資水準
[image: image57.wmf]k

の関数として表す。そのためには通信事業者iとjの対称性を利用し、通信事業者jの反応曲線も（7）同様に求める。そして（7）から
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を消去すれば（8）となる。
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where   
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次に通信事業者iはこの
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を最大化する
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を決めるので、利潤関数は
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の関数として表す必要がある。そのためには、（6）を
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の関数として表す必要がある。
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も（8）同様に
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の関数となることを利用して、この2式を（6）に代入して変形すると（9）となる。
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（8）と（9）を利潤関数（5）に代入すれば、利潤関数は
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の関数として表せる。もし最適な投資水準を求めるならば、
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を求める必要がある。しかし今回は具体的な
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を求めることが目的ではなく、
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と
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の大きさの比較である。そのため利潤関数を
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において微分し、このときの偏微係数を確認する。
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とは、完全分離のケースで端末メーカーが完全競争を行い、最適な投資水準を選択しているときである。したがって
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となれば、垂直統合のケースであっても通信事業者は最適な投資水準を選択しているといえる。
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これを
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の関係と（1）を利用してまとめれば（10）となる。
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の関数であることに着目する。
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の制約条件である0から1の間において
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と利潤関数が凹関数であることを利用すれば図2のようになる。図2からも明らかなように
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である。したがって垂直統合型のケースにおいて、完全分離のケースよりも端末への投資水準が過大になることが確認できた。これは端末メーカーの生産能力を有効に利用していないことを示唆する。もし
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だけの開発投資で生産していれば、残った資本を別の端末開発に向け、端末に多様性が出たかもしれない。            
図2       開発投資水準の大小関係
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3 結論と今後の課題
  本稿では以下の2つのことを行った。1つ目は日本の携帯電話市場の特徴と問題点について整理することである。2つ目は垂直統合型のビジネスモデルにおいて、端末の開発投資の水準が過大になることを経済モデルで説明することである。

1つ目の整理の結果、日本の携帯市場の大きな特徴として、端末メーカーに対する通信事業者の影響が強い、垂直統合型のビジネスモデルが挙げられることが確認できた。この垂直統合型のビジネスモデルにおいて、端末メーカーの国際競争力の低下、消費者の選択の幅の減少といった問題点が存在することを指摘した。
2つ目の経済モデルの構築では、1章の問題整理を受けて、国際競争力の低下の一因と考えられる端末開発に対する過大投資のモデルを構築した。このモデルによれば端末メーカーが完全競争を行い、自ら端末の開発投資の水準を決定するときに比べ、垂直統合型のビジネスモデルで通信事業者が開発投資の水準を決定するときは、投資の水準が過大になることが示せた。
経済モデルに対する課題としては、仮定の特殊性によるところが大きいことが挙げられる。例えば端末メーカーが完全競争を行うときが、最も効率的な投資水準であるとする仮定、開発投資は変動費用ではなく固定費用である可能性を考慮していないという点が問題点として指摘できる。
最後に今後の大きな研究課題としては以下の2つを考えている。1つ目は過大投資が生じていることを実証的なデータから裏付けることである。これはデータの制約、あるいは最適な投資水準をどのように決定するのかという困難があると思われる。2つ目は端末に多様性が生じたときの社会的便益の推定である。

注

１）モバイルビジネス研究会報告書（2007）、大崎（2008）を参考にした。
２）今後は法人向け市場が競争の中心になっていくと考えられる。
３）HHIは各社の市場シェアを2乗して加算したものである。

100％の独占ならば1万となる。
４）CNET japan （2008.3.3）

http://japan.cnet.com/mobile/story/0,3800078151,20368544,00.htm
５）J-castニュース （2008.3.19）

http://www.j-cast.com/2008/03/19017878.html
６）モバイルビジネス研究会第3回 KDDI株式会社説明資料

    http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/policyreports/chousa/mobile/070215_2.html
７）japan internet com （2003.4.24 ）

    http://japan.internet.com/allnet/20030424/5.html
８）NTTdocomo 報道発表資料 （2003.12.19）

http://www.nttdocomo.co.jp/info/news_release/page/20031219a.html
９）auはNTTドコモとは異なり、通信技術、半導体などにおいて、クアルコム製を採用している。しかしauと取引している端末メーカーは、クアルコムのアプリケーション・プラットフォームに適応した端末を開発しなければならず、クアルコムへのライセンス仕様理療なども考慮すると負担は軽くなかった。
１０）第2世代携帯電話の通信規格として日本はPDCを採用したが、PDCを採用した国は日本しかなかった。欧州はGSM、米国はCDMA方式を採用した。GSMは世界市場の82％を占めている。
１１）CNET japan  （2004.10.21）

http://japan.cnet.com/news/tech/story/0,2000056025,20075280,00.htm
１２）NIKKEI NET （2006.11.21）

http://it.nikkei.co.jp/business/news/index.aspx?n=MMITaa003021112006
      その後、松下電機産業は平成22年度にも中国、アジア市場に携帯端末を再び投入することを発表した。これには第3世代以降の端末で規格が基準化されることが影響している。

産経関西 （2008. 7.12）

http://www.sankei-kansai.com/2008/07/12/20080712-000955.html
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